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様式第５号

対象労働者雇用状況等申立書
の記入について

令和６年２月１５日作成

※第１期支給申請時
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「申請コース」は、

対象労働者の該当するコース番号を記入してください。

第１期の申請の場合は、「ない」に〇をしてください。

様式第５号 対象労働者雇用状況等申立書の記入例

トライアル雇用後の第２期の場合や第１期の申請をし

ていない場合も、「ない」に〇をしてください。
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様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例

※ 雇用契約が期間の定めの「ない」場合

※①・②は雇入れ時点における雇用契約に基づく労働条件を記入してください。

注意点

②「雇用期間」は、「定めなし」に〇をつけてください。

①は「一週間の所定労働時間」を記入してください。
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様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例

②「雇用期間」は、「定めあり」に〇をつけ、

雇入れ時に交わされた雇用契約書等に記載の

雇用契約期間を右に記入してください。

質問の内容を読み、該当する項目

に〇をつけてください。

※ 雇用契約が期間の定めの「あり」の場合

ここの記入漏れが多い
のでご注意ください！

※①・②は雇入れ時点における雇用契約に基づく労働条件を記入してください。

注意点
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よくある間違い

 ２回目以降の申請の場合は、★がついた項目(１の④、２、６、８)のみ回答ください。

（後半に説明があります。）

 対象労働者を有期雇用（期間の定めの「ある」雇用契約）で雇入れ、支給対象期間

中の雇用契約書が複数ある場合は、雇入れ時点の雇用契約期間（トライアル雇用を

実施した場合は、継続雇用に移行時点の契約期間）のみ記入してください。

Ｒ６．４／１雇入れ

３か月

雇用契約書
（雇入れ時点）

雇用契約書
（契約更新時）

６／３０

３か月

７／１ ９／３０

例えば、支給対象期間がＲ６．４／１～９／３０で
その間に雇用契約書を２枚作成している場合

様式第５号「雇用状況申立書」
のここは、この雇入れ時点の雇
用契約書に記載されている労働
条件を記入してください。

支給申請時に提出する雇用契約書の写しは、支給対象期

間に交わした全ての雇用契約書を提出してください。

注意点
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様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例

※ 「特定求職困難者コース」及び
「発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース」の場合

質問の内容を読み、該当する

項目に〇をつけてください。

※③は雇入れ時点における雇用契約に基づく労働条件を記入してください。

注意点
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様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例

※ 「就職氷河期世代安定雇用実現コース」の場合

注意点

質問の内容をよく読み、該当する項目に〇をつけてください。

※③は雇入れ時点における雇用契約に基づく労働条件を記入してください。
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障害者トライアル雇用

３か月の試行雇用（＝有期雇用契約）

障害者トライアル雇用終了
（継続雇用）

１年を超える期間の雇用契約
（継続雇用）

トライアル雇用を経て継続雇用
に移行した場合は、この時点の
雇用契約書等に基づく労働条件
について記載してください。

トライアル雇用労働者を経て継続雇用に移行した場合

雇用契約書
（トライアル雇用）

雇用契約書
（継続雇用時）

【注意】

この時点の労働条件は記載しない
でください。
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「日付」は、

助成金センターより郵送された書類の中にある「特定求職者雇用開発助成金のお知らせ」に

記載されている【支給対象期間】を１か月ごとに区切って記入してください。

「支給対象期間」とは、

賃金締切日が定められている場合は、雇入れの日の直後の【賃金締切日の翌日から起算して】

６か月の期間をいいます。

（※賃金締切日に雇い入れた場合は【雇入れ日の翌日】から起算して６か月間）

（※賃金締切日の翌日に雇い入れた場合は【その雇入れ日】から起算して６か月間）

様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例
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この書類は助成金センター

から郵送された書類の中に

入っています。

ここの日付は、支給対象期間

と書かれた日付を１か月ごと

に区切って記入してください。

確認①

確認②

もっと詳しく・・・（※第１期の申請をする場合の例）

【記入時のポイント】

④の日付は、申請する対象期（１期、２期など）
の「支給対象期間」を１か月ごとに区切って記
入してください。
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よくある間違い

前の支給対象期の支給申請をしていない場合の様式第５号★1-④欄は、今

回申請する支給対象期間に該当する部分のみ記入してください。
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「実労働時間」には、

 「時間外労働の時間（いわゆる残業の時間）」は実労働時間に含めて記入してください。

 労働基準法第３９条による「年次有給休暇」は実労働時間に含めて記入してください。

 年次有給休暇以外で、会社の就業規則で定められた有給休暇は、実労働時間に含めてください（※）。

（※令和５年４月１日以降の採用から、含めることになりました。）

【例】

・実労働時間 １６０時間

・年次有給休暇 ８時間

・バースデイ休暇（有給） ８時間

給与の対象となる労働時間の総数：１７６時間

※労働基準法以外の会社の就業規則で定められた有給休暇

であれば、実労働時間に含めます。

※労働基準法で定められた有給休暇のため、実労働時間に

は含めます。

➡ 上記の例の場合、様式第５号の実労働時間に記載する実労働時間は【１７６時間】となります。

様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例
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よくある間違い

 実労働時間に年次有給休暇や時間外労働の計上漏れが多いので、注意して
ください。
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「賃金合計」には、

賃金とは、対象労働者が行った労働に対する賃金であり、臨時に支払われる賃金及び３か月

を超える期間ごとに支払われる賃金を除いたものを指します。詳細は以下の表をご参照くだ

さい。

賃金合計に含めるもの

○時間外手当（残業代）

○労働基準法第26条の規定に基づく休業手当

○有給休暇日に支払われる給与

〇通勤手当

○住宅手当

〇勤務地手当

〇日直・宿直手当

〇単身赴任手当

など

賃金合計に含めないもの

○臨時に支払われる賃金（業績手当、勤続報償金など）

○３か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

○実費弁償的性格のもの（工具手当、寝具手当など）

○吉凶禍福に対して支給されるもの（祝金、見舞金など）

○勤続年数に応じて支給されるもの（勤続報奨金など）

○解雇予告手当

など

様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例
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もっと詳しく・・・（例）

基 本 賃 金 250,000 円

所定時間外割増賃金 23,483 円

手

当

通 勤 手 当 手当 8,000 円

資 格 手当 10,000 円

住 宅 手当 5,000 円

勤 続 報 奨 金 5,000 円

年 次 有 給 休 暇 11,560 円

バ ー スデ ー 休暇 11,560 円

小 計 324,603 円

非 課 税 分 賃 金 額 円

臨 時 の 給 与 円

賞 与 円

合 計 324,603 円

賃金合計に含めます

賃金合計に含めます

賃金合計に含めます

賃金合計に含めます

賃金合計に含めます

賃金合計に含めます

勤続年数に応じて支給される場合は、
賃金合計には含めません

就業規則に定められている有給休
暇であれば賃金合計に含めます

※勤続報奨手当が「勤続年数に応じて
支給される」ものだった場合

※バースデー休暇の金額が就業規則に定
められている有給休暇の賃金だった場合

※この場合、総支給額の324,603円から
勤続報奨手当5,000円を差し引きます。

④賃金合計額に記入する額 →【319,603円】

【記入時のポイント】

差し引き支給額は記入しないで
ください

×



16

よくある間違い

賃金合計は総支給額を記入してください。

賃金合計に手取り額（差引き支給額）を記入しないよう注意してください。
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雇入れ時の労働条件が求人票に記載した労働条件と【異なる】場合は、

必ず【変更した内容】欄、【本人の合意の有無】の欄を記入してください。

様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例

⑤欄は記入間違いが多くみられます。ご注意ください。

※ハローワークで申し込みした求人票の内容と雇入れ時の労働条件に【異なる点】がな
いか、必ず求人票と照らし合わせてご確認をお願いします。

質問の内容をよく読み、

該当する箇所に〇をつけてください。
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よくある間違い

最低賃金改定による賃金の変更や、雇入れ後の支給対象期間途中の賃金

改定は「異なる」には該当しません。
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様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例

質問の内容をよく読み、

該当する箇所に〇をつけ

てください。

今回申請する「対象労働者」に関する状況についての質問となります。
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様式第５号 対象労働者雇用状況申立書の記入例

今回申請する「事業所」に関する情報についての質問となります。

質問の内容をよく読み、

該当する箇所に〇をつけてください。
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よくある質問

Ｑ 国ではなく、市町村から委託費を受けていますが、国等に該当するので

しょうか？

Ａ 国以外に、県、市町村からの委託費も含みます。そのため、国、県、市

町村の委託事業費から対象労働者の人件費が支払われていれば、

「いる」に○をしてください。

※なお、国、県、市町村の委託事業費から対象労働者の人件費が支払わ

れている場合、そのことが分かる書類の写し（委託事業の内容や人件

費の支払いについて記載された書類など）を、支給申請時に一緒に提

出してください。
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様式第５号

対象労働者雇用状況等申立書
の記入について

※第２期以降の支給申請時

令和６年２月１５日作成
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※第２期以降の支給申請の場合（第１期の支給申請した場合に限る）、
記入するのは赤枠の箇所のみとなります。

注意事項

ただし、第１期の支給申請をしていないまま、第２期以降
の支給申請を行う場合は、この例によらず、全ての項目に
ついて記入してご提出ください。
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よくある質問

Ｑ 第１期の支給申請は申請期限が過ぎてしまい、申請ができませんでした。

現在、第２期の申請をしようと考えていますが、この場合の様式第５号

「対象労働者雇用状況申立書」は第２期以降に申請する場合の記入例と

同じでしょうか。

Ａ 第１期の支給申請をしていないまま、第２期以降の支給申請を行う場合、

様式第５号「対象労働者雇用状況等申立書」は、第１期申請時と同じよ

うに全ての項目について記入をしてください。

詳しくは次のページをご確認ください。
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様式第５号

対象労働者雇用状況等申立書
の記入について

令和６年２月１５日作成
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※第１期の支給申請をしておらず、第２期以降の申請をする場合の記入について

ここも記入が必要ですが、ここは第１期の支
給対象期間ではなく、今回申請する支給対象
期間の日付、実労働時間、賃金合計額を記入
してください。
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よくある質問

Ｑ 第１期の支給申請は申請期限が過ぎてしまい、申請ができませんでした。

しかし、第２期は申請を行い、様式第５号「雇用状況等申立書」は前

ページのとおりすべて記入しました。

今回、第３期の支給申請をしようと考えていますが、第３期の支給申請

時も様式第５号「対象労働者雇用状況申立書」はすべて記入しなければ

いけないのでしょうか。

Ａ 第２期の申請時に様式第５号「雇用状況等申立書」をすべて記入して提

出してれば、第３期以降の支給申請時の様式第５号「雇用状況等申立

書」は、２３ページに書かれている箇所のみで構いません。


